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第１１１４回経営委員会議案 

（議決事項 ）               

平成２２年３月９日 

 

日本放送協会放送受信規約の一部変更について 

 

日本放送協会放送受信規約の一部について、「地デジ難視対策衛星放送

に関する暫定措置」のため、平成２２年４月１日から、次のとおり変更し

たい。 

 

なお、本議案決定のうえは、放送法第３２条第３項の規定に基づき、総

務大臣あて認可申請を行う。 
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日本放送協会放送受信規約の一部変更の概要 

 

【地デジ難視対策衛星放送に関する暫定措置】 

 

 

 ◆地デジ難視対策衛星放送に関しては、対象者を限定した暫定措置であ

ることから付則で規定。 

 ◆自然の地形による難視聴地域において特別契約を締結する者が、地デ

ジ難視対策衛星放送が受信できるにもかかわらず、当該放送を受信し

ない場合、衛星契約となる不利益変更を回避し、引き続き特別契約と

することを規定。（付則第３項） 

 ◆国が定める対象リストに掲載された地域を基準とする地域等におい

て、地デジ難視対策衛星放送を受信した場合は地上契約とすることを

規定。（付則第４項） 

 ◆種類の異なる２以上の受信機を設置した場合や月に２回以上の契約

種別の変更が生じた場合も地上契約とすることを規定。（付則第５項） 

 ◆衛星契約を締結している暫定措置の対象者が、地上契約に変更する場

合、放送受信契約書の提出を省略できることを規定。（付則第６項） 

 ◆受信機を設置した場所が対象地域ではなくなった場合、所定の放送受

信契約の締結が必要であることを規定。（付則第７項） 

 ◆新しい放送受信規約の施行前（平成２２年３月）に地デジ難視対策衛

星放送を受信した場合、遡って暫定措置を適用した場合と同様の受信

料額となるように平成２２年度第１期の支払額を減額することを規

定。（付則第８項） 
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「日本放送協会放送受信規約」 変更案               

変更案 現行 

（放送受信契約の種別） 

第１条 日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）

の行なう放送の受信についての契約（以下

「放送受信契約」という。）を分けて、次のと

おりとする。 

地上契約 …地上系によるテレビジョン放送

のみの受信についての放送受

信契約 

衛星契約 …衛星系および地上系によるテレ

ビジョン放送の受信についての

放送受信契約 

特別契約 …地上系によるテレビジョン放送

の自然の地形による難視聴地

域（以下「難視聴地域」という。）

または列車、電車その他営業

用の移動体において、衛星系

によるテレビジョン放送のみの

受信についての放送受信契約 

 

 

２  受信機（家庭用受信機、携帯用受信機、

自動車用受信機、共同受信用受信機等で、

ＮＨＫのテレビジョン放送を受信することので

きる受信設備をいう。以下同じ。）のうち、地

上系によるテレビジョン放送のみを受信でき

るテレビジョン受信機を設置（使用できる状態

におくことをいう。以下同じ。）した者は地上

契約、衛星系によるテレビジョン放送を受信

できるテレビジョン受信機を設置した者は衛

星契約を締結しなければならない。ただし、

難視聴地域または列車、電車その他営業用

の移動体において、衛星系によるテレビジョ

ン放送のみを受信できるテレビジョン受信機

を設置した者は特別契約を締結するものとす

る。 

（放送受信契約の種別） 

第１条 日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）

の行なう放送の受信についての契約（以下

「放送受信契約」という。）を分けて、次のとお

りとする。 

地上契約 …地上系によるテレビジョン放送

のみの受信についての放送受

信契約 

衛星契約 …衛星系および地上系によるテレ

ビジョン放送の受信についての

放送受信契約 

特別契約 …地上系によるテレビジョン放送

の自然の地形による難視聴地

域または列車、電車その他営

業用の移動体において、衛星

系によるテレビジョン放送のみ

の受信についての放送受信契

約 

 

 

２  受信機（家庭用受信機、携帯用受信機、

自動車用受信機、共同受信用受信機等で、

ＮＨＫのテレビジョン放送を受信することので

きる受信設備をいう。以下同じ。）のうち、地上

系によるテレビジョン放送のみを受信できるテ

レビジョン受信機を設置（使用できる状態に

おくことをいう。以下同じ。）した者は地上契

約、衛星系によるテレビジョン放送を受信でき

るテレビジョン受信機を設置した者は衛星契

約を締結しなければならない。ただし、地上

系によるテレビジョン放送の自然の地形によ

る難視聴地域または列車、電車その他営業

用の移動体において、衛星系によるテレビジ

ョン放送のみを受信できるテレビジョン受信機

を設置した者は特別契約を締結するものとす

る。 
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付 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２２年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（普通契約または衛星普通契約に関する経過

措置） 

２ 平成１９年６月１日施行の規約の付則に定

める経過措置適用者については、当分の

間、平成１８年４月１日から平成１９年９月３０

日までの間に施行された規約の契約種別に

関する規定を適用し、放送受信料額につい

てはその規約に定める口座振替等の額を適

用する。ただし、放送受信料の支払方法に

ついてはこの規定を適用し、経過措置適用

者が放送受信契約の種別を変更するとき

は、この規約を適用する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２０年１０月１日から施行

する。ただし、第５条の２第２項、第５条の３第

３項、第５条の４、および第５条の５について

は平成２１年２月１日から施行し、平成２０年１

０月１日から平成２１年１月３１日までの間は、

変更前の規約の第５条の２第２項、第５条の４

および別表２はなお効力を有する。この場合

において、第５条の４の規定中「口座振替等

による放送受信料額」を「放送受信料額」と読

み替える。 

 

（家族割引〔学生〕〔単身赴任〕に関する経過措

置） 

２ 変更前の規約に定める家族割引〔学生〕

〔単身赴任〕の適用を平成２１年１月３１日の

時点で受けている放送受信契約について

は、この規約の家族割引を適用する。 

 

（普通契約または衛星普通契約に関する経過

措置） 

３ 変更前の規約の付則に規定する経過措置

適用者については、当分の間、平成１８年４

月１日から平成１９年９月３０日までの間に施

行された規約の契約種別に関する規定を適

用し、放送受信料額についてはその規約に

定める口座振替等の額を適用する。ただし、

放送受信料の支払方法についてはこの規

定を適用し、経過措置適用者が放送受信契

約の種別を変更するときは、この規約を適用

する。 
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（地デジ難視対策衛星放送に関する暫定措

置） 

３ 暫定的難視聴対策事業にかかる放送とし

て社団法人デジタル放送推進協会が行なう

「地デジ難視対策衛星放送」(以下「地デジ難

視対策衛星放送」という。)が実施されている

間は、第 1 条の規定中「地上系によるテレビ

ジョン放送の自然の地形による難視聴地域」

を「地上系によるテレビジョン放送（暫定的難

視聴対策事業にかかる放送として社団法人

デジタル放送推進協会が行なう「地デジ難視

対策衛星放送」によるものを除く。）の自然の

地形による難視聴地域」と読み替える。 

 前項４ の場合において、地デジ難視対策衛

星放送対象リストにデジタル放送難視聴地

区、改修困難共聴もしくはデジタル放送混信

地区として掲載された地域を基準とし別に定

める要件を備えた地域（以下「地デジ難視対

策地域」という。）または難視聴地域におい

て、地デジ難視対策衛星放送により地上系

によるテレビジョン放送を受信できるテレビジ

ョン受信機を設置した者は、第 1 条の規定に

かかわらず、地上契約を締結するものとす

る。 

 前項５ に該当する者が第２条第５項後段の規

定により締結する契約種別は、同条同項の

規定にかかわらず地上契約とし、前項の規

定により地上契約を締結した者が第５条第３

項ただし書の規定により支払う契約種別の料

額は、同条同項の規定にかかわらず地上契

約の料額とする。 

 この規約の変更前か６ ら衛星契約を締結して

いる者が、付則第４項に基づき放送受信契

約の種別を地上契約に変更する場合は、地

デジ難視対策衛星放送により地上系による

テレビジョン放送を受信できるテレビジョン受

信機を設置した日（ただし、この規約の変更

前に設置した場合は平成２２年４月１日）に第

３条第２項に定める放送受信契約書を放送

局に提出したものとみなす。 

 

 
（新設） 
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７ 付則第４項の規定により地上契約を締結し

た者の受信機を設置した場所が、地デジ難

視対策地域または難視聴地域でなくなった

場合、当該放送受信契約者は、第１条第１項

および第２項の規定に従い所定の放送受信

契約を締結するものとする。 

８ 付則第４項に該当する者がこの規約の変更

前に地デジ難視対策衛星放送により地上系

によるテレビジョン放送を受信できるテレビジ

ョン受信機を設置した場合、その支払うべき

平成２２年４月の属する期の放送受信料額

は、この規約に定める契約種別により算出さ

れる平成２２年３月分の放送受信料額と変更

前の規約に定める契約種別により算出される

当該月分の放送受信料額との差額を、所定

の放送受信料額から減じた額とする。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


